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政

府

は

９

月

�

日

、

予

算

・

税

制

に

係

る

公

的

制

度

の

基

準

額

・

閾

値

の

点

検

・

見

直

し

に

関

す

る

関

係

府

省

庁

連

絡

会

議

の

第

２

回

会

合

を

開

催

し

た

。

会

合

で

は

令

和

８

年

度

概

算

要

求

と

税

制

改

正

要

望

を

受

け

た

公

的

制

度

の

基

準

額

・

閾

値

の

点

検

結

果

が

内

閣

府

か

ら

示

さ

れ

、

こ

の

う

ち

税

制

に

関

す

る

点

検

で

は

、

国

税

で

�

件

の

措

置

が

、

地

方

税

で

�

件

の

措

置

が

そ

れ

ぞ

れ

今

後

の

税

制

改

正

プ

ロ

セ

ス

の

中

で

見

直

し

の

検

討

対

象

と

な

り

得

る

と

さ

れ

た

。

主 な 記 事

課税事業者選択届出書の提出巡り判決 ２面

民間の平均給与が４年連続で増加 ３面

ふるさと納税、４市町の指定取消し ３面

新連載「所得税基本講座・必要経費を考える」 ５面

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

お

け

る

任

意

組

合

等

の

届

出

書

提

出

に

当

た

っ

て

の

留

意

事

項

等

を

示

し

た

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

と

Ｙ

ｏ

ｕ

Ｔ

ｕ

ｂ

ｅ

動

画

「

５

分

で

わ

か

る

イ

ン

ボ

イ

ス

任

意

組

合

等

の

対

応

」

を

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

の

特

設

サ

イ

ト

に

掲

載

し

た

。

　

任

意

組

合

等

が

行

う

取

引

に

つ

い

て

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

を

行

う

に

は

事

前

に

、

税

務

署

長

に

対

し

て

「

任

意

組

合

等

の

組

合

員

の

全

て

が

適

格

請

求

書

発

行

事

業

者

で

あ

る

旨

の

届

出

書

」

を

提

出

す

る

必

要

が

あ

り

、

提

出

が

な

い

場

合

、

取

引

の

相

手

方

は

仕

入

税

額

控

除

の

適

用

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

な

い

。

　

届

出

書

の

提

出

に

お

け

る

留

意

事

項

と

し

て

は

、

全

て

の

組

合

員

が

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

で

あ

る

こ

と

な

ど

と

と

し

た

上

で

、

①

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

で

な

い

組

合

員

が

加

入

し

た

場

合

、

②

組

合

員

の

い

ず

れ

か

が

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

で

な

く

な

っ

た

場

合

は

、

そ

の

該

当

す

る

こ

と

と

な

っ

た

日

以

後

の

取

引

に

つ

い

て

、

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

は

で

き

な

い

と

し

て

い

る

。

　

そ

し

て

、

そ

の

場

合

、

業

務

執

行

組

合

員

は

速

や

か

に

「

任

意

組

合

等

の

組

合

員

が

適

格

請

求

書

発

行

事

業

者

で

な

く

な

っ

た

旨

等

の

届

出

書

」

を

提

出

す

る

必

要

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

国

税

不

服

審

判

所

は

９

月

�

日

、

令

和

７

年

１

月

分

か

ら

３

月

分

ま

で

の

裁

決

事

例

６

件

を

追

加

し

、

同

所

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

公

表

し

た

。

　

６

件

の

内

訳

は

、

国

税

通

則

法

関

係

が

１

件

、

所

得

税

法

関

係

が

２

件

、

登

録

免

許

税

法

関

係

が

１

件

、

国

税

徴

収

法

関

係

が

２

件

と

な

っ

て

い

る

。

　

事

例

に

は

、

審

査

請

求

人

の

同

族

会

社

に

対

す

る

金

員

の

無

利

息

貸

付

け

は

、

融

資

条

件

や

無

利

息

と

し

た

こ

と

の

理

由

等

の

諸

事

情

を

総

合

的

に

考

慮

す

る

と

経

済

合

理

性

を

欠

く

も

の

で

あ

っ

て

、

請

求

人

の

所

得

税

の

負

担

を

不

当

に

減

少

さ

せ

る

結

果

と

な

る

も

の

で

あ

る

と

認

め

ら

れ

る

と

し

て

、

請

求

を

棄

却

し

た

も

の

な

ど

が

あ

る

。

　

今

回

、

物

価

上

昇

の

継

続

と

い

っ

た

点

検

の

趣

旨

を

踏

ま

え

て

、

長

年

据

え

置

か

れ

た

ま

ま

の

基

準

額

や

閾

値

と

し

て

、

適

用

期

限

が

な

く

、

か

つ

、

過

去

�

年

以

内

に

見

直

し

を

行

っ

て

い

な

い

基

準

額

等

が

あ

る

国

税

の

２

７

３

件

の

措

置

の

う

ち

、

基

準

額

の

引

上

げ

が

国

民

の

負

担

軽

減

に

つ

な

が

ら

な

い

も

の

な

ど

を

除

い

た

１

３

５

件

を

中

心

に

、

８

年

度

税

制

改

正

で

の

要

望

の

要

否

等

を

点

検

し

た

。

　

そ

の

結

果

、

①

各

府

省

か

ら

要

望

が

あ

っ

た

も

の

と

し

て

、

経

済

産

業

省

が

要

望

し

た

食

事

支

給

に

係

る

所

得

税

非

課

税

限

度

額

と

中

小

企

業

者

等

の

少

額

減

価

償

却

資

産

の

取

得

価

額

の

損

金

算

入

の

特

例

の

基

準

額

（

９

月

�

日

号

１

面

参

照

）

、

国

土

交

通

省

が

要

望

し

た

優

良

住

宅

地

の

造

成

等

の

た

め

に

土

地

等

を

譲

渡

し

た

場

合

の

長

期

譲

渡

所

得

の

課

税

の

特

例

等

に

お

け

る

建

築

費

単

価

基

準

等

（

対

象

と

な

る

住

宅

に

係

る

単

価

の

上

限

額

）

な

ど

６

件

、

農

水

省

が

要

望

し

た

厚

生

農

業

協

同

組

合

連

合

会

の

法

人

税

非

課

税

要

件

（

差

額

ベ

ッ

ド

代

の

上

限

額

）

の

各

見

直

し

の

合

計

９

件

が

、

②

要

望

は

な

か

っ

た

も

の

の

見

直

し

の

対

象

と

な

り

得

る

も

の

と

し

て

、

マ

イ

カ

ー

通

勤

に

係

る

通

勤

手

当

の

所

得

税

非

課

税

限

度

額

、

深

夜

勤

務

の

夜

食

代

に

係

る

所

得

税

非

課

税

限

度

額

、

給

与

の

差

押

禁

止

金

額

の

各

見

直

し

、

７

年

度

税

制

改

正

法

附

則

に

基

づ

く

所

得

税

の

抜

本

的

な

改

革

の

一

環

で

整

理

す

る

各

種

所

得

の

課

税

の

あ

り

方

な

ど

�

件

の

合

計

�

件

が

あ

り

、

①

と

②

あ

わ

せ

て

�

件

の

措

置

が

税

制

改

正

プ

ロ

セ

ス

で

見

直

し

の

検

討

対

象

と

な

り

得

る

と

し

た

。

　

地

方

税

で

も

同

様

の

も

の

の

ほ

か

、

不

動

産

取

得

税

、

固

定

資

産

税

、

自

動

車

税

、

軽

自

動

車

税

の

非

課

税

基

準

額

の

見

直

し

な

ど

�

件

の

措

置

が

検

討

対

象

に

な

り

得

る

と

さ

れ

た

。

　

国

税

で

今

回

の

点

検

対

象

の

中

心

と

し

た

１

３

５

件

の

う

ち

、

検

討

対

象

外

と

な

っ

た

の

は

、

例

え

ば

端

数

計

算

規

定

、

資

本

金

基

準

、

同

族

会

社

の

留

保

金

課

税

（

税

率

区

分

の

基

準

額

）

等

、

適

正

な

課

税

の

確

保

や

納

税

者

間

の

税

負

担

の

バ

ラ

ン

ス

等

の

観

点

を

踏

ま

え

て

設

定

さ

れ

て

い

る

も

の

で

、

物

価

動

向

に

よ

っ

て

の

み

見

直

し

を

行

う

こ

と

に

は

馴

染

ま

な

い

と

判

断

し

た

。

　

な

お

、

今

後

の

検

討

は

与

党

の

税

制

調

査

会

で

行

わ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

７

年

分

の

年

末

調

整

か

ら

適

用

を

受

け

る

従

業

員

が

い

る

、

調

書

方

式

に

よ

る

住

宅

ロ

ー

ン

控

除

の

留

意

事

項

を

示

し

た

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

を

公

表

し

た

。

　

金

融

機

関

等

か

ら

年

末

残

高

証

明

書

の

交

付

を

受

け

る

こ

れ

ま

で

の

証

明

書

方

式

と

、

税

務

当

局

か

ら

年

末

残

高

情

報

の

提

供

を

受

け

る

調

書

方

式

で

は

、

控

除

証

明

書

等

の

交

付

時

期

が

異

な

る

と

し

て

い

る

。

　

調

書

方

式

で

は

、

「

給

与

所

得

者

の

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

申

告

書

兼

年

末

調

整

の

た

め

の

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

証

明

書

」

が

、

電

子

交

付

の

場

合

は

毎

年

�

月

中

旬

頃

に

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

メ

ッ

セ

ー

ジ

ボ

ッ

ク

ス

に

交

付

、

書

面

交

付

の

場

合

は

入

居

２

年

目

の

�

月

下

旬

頃

に

、

入

居

２

年

目

以

降

分

が

一

括

で

郵

送

さ

れ

る

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

調

書

方

式

に

お

け

る

控

除

証

明

書

等

（

書

面

）

の

イ

メ

ー

ジ

も

示

さ

れ

て

お

り

、

調

書

方

式

の

場

合

、

「

備

考

」

欄

に

従

業

員

自

身

で

「

調

書

方

式

に

対

応

す

る

金

融

機

関

か

ら

の

借

入

れ

」

な

ど

、

調

書

方

式

に

対

応

す

る

金

融

機

関

か

ら

の

借

入

れ

で

あ

る

旨

を

記

載

す

る

と

し

て

い

る

。

　

そ

の

ほ

か

に

は

、

控

除

証

明

書

等

に

は

原

則

、

年

末

残

高

が

記

載

さ

れ

て

い

る

た

め

、

年

末

残

高

等

証

明

書

の

添

付

は

不

要

と

な

る

、

勤

務

先

が

電

子

交

付

さ

れ

た

控

除

証

明

書

等

の

受

付

に

対

応

し

て

い

な

い

場

合

は

、

従

業

員

が

国

税

庁

の

「

Ｑ

Ｒ

コ

ー

ド

付

証

明

書

等

作

成

シ

ス

テ

ム

」

か

ら

控

除

証

明

書

等

を

書

面

出

力

し

、

提

出

す

る

こ

と

に

な

る

（

９

月

�

日

号

２

面

参

照

）

。

令

和

　

年

　

月

　

日
７ � ６

第３６６９号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２５年



　

先

の

参

院

選

で

は

物

価

高

対

策

の

た

め

、

消

費

税

減

税

が

ク

ロ

ー

ズ

ア

ッ

プ

さ

れ

た

が

、

消

費

税

は

社

会

保

障

の

財

源

確

保

に

欠

か

せ

な

い

、

事

業

者

の

シ

ス

テ

ム

等

の

準

備

に

時

間

が

か

か

る

な

ど

と

い

う

意

見

が

あ

る

こ

と

か

ら

課

題

が

多

い

。

そ

の

た

め

、

減

税

が

実

施

さ

れ

る

の

か

ど

う

か

、

ま

っ

た

く

分

か

ら

な

い

★

さ

ら

に

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

は

、

免

税

事

業

者

等

か

ら

の

課

税

仕

入

れ

に

係

る

経

過

措

置

な

ど

が

あ

り

、

一

定

割

合

が

控

除

さ

れ

る

期

間

が

あ

る

も

の

の

、

途

中

で

控

除

割

合

が

減

り

、

最

終

的

に

は

控

除

不

可

と

な

る

。

こ

の

経

過

措

置

の

延

長

を

求

め

る

声

も

あ

る

た

め

、

ど

の

時

点

で

ど

う

な

る

の

か

、

こ

れ

も

ま

た

予

想

が

つ

か

な

い

★

税

制

に

つ

い

て

は

、

「

簡

素

」

を

求

め

る

声

は

当

然

多

い

。

直

ち

に

実

現

し

な

い

だ

ろ

う

が

、

こ

れ

か

ら

の

税

制

改

正

の

議

論

、

一

層

の

簡

素

化

の

視

点

で

の

議

論

も

期

待

し

た

い

。

（

Ｙ

）

　

医

療

品

等

の

販

売

等

を

し

て

い

る

法

人

が

、

そ

の

事

業

に

関

す

る

税

務

事

務

全

般

を

依

頼

し

て

い

た

と

す

る

税

理

士

法

人

が

同

社

の

消

費

税

課

税

事

業

者

選

択

届

出

書

を

提

出

す

る

義

務

を

負

っ

て

い

た

の

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

こ

れ

を

怠

っ

た

債

務

不

履

行

が

あ

り

、

消

費

税

の

還

付

が

受

け

ら

れ

ず

損

害

を

被

っ

た

な

ど

と

主

張

し

、

還

付

が

受

け

ら

れ

な

か

っ

た

と

す

る

消

費

税

相

当

額

等

の

損

害

賠

償

を

求

め

て

い

た

訴

訟

で

、

東

京

地

裁

（

澤

村

智

子

裁

判

長

）

は

９

月

�

日

、

同

届

出

を

す

る

必

要

が

あ

っ

た

期

限

日

時

点

で

、

同

社

と

税

理

士

法

人

と

の

間

に

税

務

事

務

の

委

任

契

約

が

成

立

し

て

い

た

こ

と

を

認

め

る

に

足

り

る

証

拠

が

な

い

な

ど

と

し

て

、

損

害

賠

償

請

求

を

退

け

る

判

決

を

下

し

た

。

　

総

務

省

は

９

月

�

日

、

４

町

３

村

か

ら

協

議

の

申

出

が

あ

っ

た

法

定

外

目

的

税

の

宿

泊

税

の

新

設

に

同

日

付

で

総

務

相

が

同

意

し

た

と

発

表

し

た

。

同

意

を

受

け

た

の

は

北

海

道

の

新

得

町

、

留

寿

都

村

、

栃

木

県

那

須

町

、

神

奈

川

県

湯

河

原

町

、

長

野

県

の

軽

井

沢

町

、

阿

智

村

、

白

馬

村

。

有

名

リ

ゾ

ー

ト

地

や

温

泉

地

を

抱

え

る

自

治

体

が

多

い

。

導

入

時

期

は

新

得

町

、

留

寿

都

村

、

湯

河

原

町

が

令

和

８

年

４

月

１

日

、

軽

井

沢

町

、

阿

智

村

、

白

馬

村

が

８

年

６

月

１

日

、

那

須

町

が

８

年

�

月

１

日

を

予

定

し

て

い

る

。

（

９

月

�

日

）

大

臣

官

房

付

（

国

税

庁

長

官

官

房

付

）

馬

場

　

　

健

（

９

月

�

日

）

【

辞

職

】

（

金

沢

国

税

局

総

務

部

主

任

税

務

相

談

官

）

長

多

　

　

央

（

１

日

）

仙

台

国

税

局

長

（

国

税

不

服

審

判

所

次

長

＜

国

税

審

判

官

＞

）

谷

口

　

眞

司

兼

国

税

不

服

審

判

所

次

長

＜

国

税

審

判

官

＞

事

務

取

扱

（

東

京

高

等

検

察

庁

検

事

兼

国

税

不

服

審

判

所

長

）

清

野

　

正

彦

　

公

益

財

団

法

人

全

国

法

人

会

総

連

合

（

斎

藤

保

会

長

）

は

９

月

�

日

開

催

の

理

事

会

で

、

「

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

関

す

る

提

言

」

を

決

議

し

た

。

今

回

の

ス

ロ

ー

ガ

ン

に

は

、

中

小

企

業

の

活

性

化

に

資

す

る

税

制

措

置

、

本

格

的

な

事

業

承

継

税

制

の

確

立

な

ど

を

掲

げ

て

い

る

。

　

ま

ず

、

財

政

健

全

化

に

向

け

て

提

言

で

は

、

参

院

選

に

お

い

て

「

消

費

税

減

税

」

が

議

論

に

な

っ

た

こ

と

を

取

り

上

げ

、

そ

の

点

に

つ

い

て

消

費

税

率

を

引

き

下

げ

た

場

合

の

減

税

分

は

別

の

財

源

を

確

保

す

る

か

、

結

局

は

国

債

に

頼

ら

ざ

る

を

得

な

く

な

る

と

指

摘

、

物

価

高

対

策

や

低

所

得

者

対

策

は

消

費

税

減

税

で

対

応

す

る

の

で

は

な

く

、

真

に

支

援

が

必

要

な

人

に

限

定

し

た

給

付

措

置

が

望

ま

し

い

と

し

て

い

る

。

　

具

体

的

な

個

別

項

目

に

つ

い

て

は

、

中

小

企

業

の

活

性

化

に

資

す

る

税

制

措

置

に

つ

い

て

、

中

小

法

人

に

適

用

さ

れ

る

軽

減

税

率

の

特

例

�

％

を

本

則

化

す

べ

き

と

し

、

昭

和

�

年

以

来

、

８

０

０

万

円

以

下

に

据

え

置

か

れ

て

い

る

軽

減

税

率

の

適

用

所

得

金

額

を

、

黒

字

中

小

企

業

の

平

均

所

得

を

踏

ま

え

１

６

０

０

万

円

程

度

に

引

き

上

げ

る

こ

と

を

提

言

し

て

い

る

。

　

中

小

企

業

の

技

術

革

新

な

ど

経

済

活

性

化

に

資

す

る

措

置

で

は

、

中

小

企

業

投

資

促

進

税

制

に

つ

い

て

は

、

対

象

設

備

を

拡

充

し

た

う

え

、

中

小

企

業

の

厳

し

い

経

営

環

境

を

踏

ま

え

「

中

古

設

備

」

を

含

め

る

こ

と

、

少

額

減

価

償

却

資

産

の

取

得

価

額

の

損

金

算

入

の

特

例

措

置

に

つ

い

て

は

、

物

価

が

上

昇

し

て

い

る

こ

と

等

を

踏

ま

え

、

取

得

価

額

要

件

を

�

万

円

未

満

か

ら

�

万

円

未

満

に

引

き

上

げ

る

と

と

も

に

、

損

金

算

入

額

の

上

限

（

合

計

３

０

０

万

円

）

を

撤

廃

し

全

額

を

損

金

算

入

と

す

る

こ

と

を

求

め

、

そ

れ

が

直

ち

に

困

難

な

場

合

は

、

８

年

３

月

末

日

と

な

っ

て

い

る

適

用

期

限

を

延

長

す

る

と

し

て

い

る

。

　

事

業

承

継

税

制

の

拡

充

で

は

、

事

業

継

続

に

資

す

る

相

続

に

つ

い

て

は

、

事

業

従

事

を

条

件

と

し

て

他

の

一

般

資

産

と

は

切

り

離

し

、

非

上

場

株

式

を

含

め

て

事

業

用

資

産

へ

の

課

税

を

軽

減

あ

る

い

は

免

除

す

る

制

度

の

創

設

を

求

め

る

。

　

ま

た

、

特

例

承

継

計

画

の

提

出

期

限

（

８

年

３

月

末

日

）

と

特

例

制

度

の

適

用

期

限

（

９

年

�

月

末

日

）

が

近

付

い

て

い

る

こ

と

か

ら

、

期

限

の

延

長

を

求

め

、

期

限

が

延

長

さ

れ

な

い

の

で

あ

れ

ば

、

こ

れ

ま

で

の

一

般

措

置

は

使

い

勝

手

が

悪

く

適

用

件

数

が

低

調

で

あ

る

と

し

て

、

一

般

措

置

の

適

用

要

件

（

対

象

株

数

、

納

税

猶

予

割

合

、

雇

用

確

保

要

件

等

）

を

大

幅

に

緩

和

す

る

こ

と

を

提

言

し

て

い

る

。

　

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

関

連

し

て

は

、

各

種

経

過

措

置

等

に

つ

い

て

、

消

費

税

事

務

が

定

着

す

る

ま

で

当

面

の

間

延

長

す

る

こ

と

な

ど

を

求

め

て

い

る

。

　

訴

え

を

起

こ

し

た

の

は

医

療

品

等

の

販

売

お

よ

び

輸

出

入

を

目

的

と

す

る

Ａ

社

。

Ａ

社

の

代

表

取

締

役

は

、

同

じ

く

医

療

品

等

の

販

売

お

よ

び

輸

出

入

を

目

的

と

す

る

Ｂ

社

の

代

表

取

締

役

も

務

め

て

い

る

。

　

訴

え

を

起

こ

さ

れ

た

税

理

士

法

人

は

Ａ

社

と

の

間

で

、

平

成

�

年

４

月

１

日

か

ら

令

和

２

年

３

月

末

ま

で

税

務

顧

問

契

約

を

締

結

し

て

い

た

。

他

方

、

同

税

理

士

法

人

は

Ｂ

社

と

の

間

で

平

成

�

年

４

月

１

日

か

ら

令

和

５

年

８

月

末

ま

で

税

務

顧

問

契

約

を

締

結

し

て

い

た

。

　

Ａ

社

は

令

和

２

年

２

月

に

業

務

を

休

止

し

た

が

、

５

年

３

月

に

事

業

を

再

開

し

た

。

な

お

、

Ａ

社

の

事

業

年

度

は

２

月

１

日

か

ら

翌

年

１

月

�

日

ま

で

と

な

っ

て

い

る

。

　

Ａ

社

が

事

業

を

再

開

し

た

５

年

３

月

を

含

む

５

年

２

月

か

ら

６

年

１

月

ま

で

の

課

税

期

間

に

Ａ

社

が

課

税

事

業

者

に

な

る

た

め

に

は

、

５

年

１

月

�

日

ま

で

に

消

費

税

課

税

事

業

者

選

択

届

出

書

を

提

出

す

る

必

要

が

あ

っ

た

。

し

か

し

、

同

提

出

を

し

な

か

っ

た

た

め

、

Ａ

社

は

当

該

課

税

期

間

に

課

税

仕

入

れ

に

係

る

消

費

税

等

の

控

除

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

ず

、

消

費

税

の

還

付

を

受

け

る

こ

と

も

で

き

な

か

っ

た

。

　

争

点

は

税

理

士

法

人

が

Ａ

社

の

５

年

２

月

か

ら

６

年

１

月

ま

で

の

課

税

期

間

に

つ

き

、

消

費

税

課

税

事

業

者

選

択

届

出

書

を

提

出

す

る

義

務

あ

る

い

は

そ

の

説

明

を

す

る

義

務

を

負

っ

て

い

た

か

否

か

。

　

訴

訟

の

中

で

Ａ

社

の

代

表

取

締

役

は

、

４

年

�

月

に

Ｂ

社

に

税

務

調

査

が

入

り

、

Ｂ

社

が

消

費

税

の

還

付

を

受

け

ら

れ

な

く

な

っ

た

こ

と

か

ら

、

Ｂ

社

の

税

務

事

務

業

務

を

依

頼

し

て

い

た

同

税

理

士

法

人

の

担

当

者

に

相

談

し

た

と

こ

ろ

、

Ａ

社

の

業

務

を

再

開

し

、

Ｂ

社

の

業

務

を

引

き

継

ぐ

こ

と

で

還

付

を

受

け

る

こ

と

を

可

能

に

す

る

旨

の

ア

ド

バ

イ

ス

を

さ

れ

た

と

し

、

そ

の

結

果

、

５

年

２

月

ご

ろ

に

同

税

理

士

法

人

に

Ａ

社

の

事

業

再

開

の

た

め

に

必

要

な

税

務

事

務

を

依

頼

し

て

税

理

士

法

人

が

こ

れ

を

受

任

し

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

５

年

１

月

�

日

が

消

費

税

課

税

事

業

者

選

択

届

出

等

の

届

出

期

限

で

あ

る

こ

と

を

説

明

し

、

期

限

ま

で

に

同

届

出

を

す

る

信

義

則

上

の

義

務

が

あ

っ

た

の

に

こ

れ

を

怠

っ

た

な

ど

と

主

張

。

　

し

か

し

、

判

決

の

中

で

地

裁

は

、

５

年

２

月

か

ら

開

始

す

る

事

業

年

度

で

消

費

税

課

税

事

業

者

と

な

る

た

め

に

は

、

５

年

１

月

�

日

ま

で

に

消

費

税

課

税

事

業

者

選

択

届

出

を

す

る

必

要

が

あ

っ

た

も

の

の

、

同

日

時

点

に

Ａ

社

と

税

理

士

法

人

と

の

間

に

税

務

事

務

の

委

任

契

約

が

成

立

し

て

い

た

こ

と

を

認

め

る

に

足

り

る

証

拠

は

な

く

、

Ａ

社

の

主

張

に

よ

っ

て

も

委

任

契

約

が

成

立

し

た

の

は

５

年

２

月

で

あ

る

と

い

う

の

で

、

Ａ

社

の

主

張

は

そ

の

前

提

を

欠

く

な

ど

と

指

摘

。

　

Ａ

社

の

請

求

に

は

理

由

が

な

い

と

し

て

、

こ

れ

を

退

け

た

。

（２）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

令

和

６

年

分

民

間

給

与

実

態

統

計

調

査

結

果

を

公

表

し

た

。

１

年

を

通

じ

て

勤

務

し

た

給

与

所

得

者

の

平

均

給

与

は

、

前

年

比

３

・

９

％

増

、

�

万

円

増

加

の

４

７

７

万

５

０

０

０

円

で

、

４

年

連

続

の

増

加

と

な

っ

た

。

新

た

な

復

元

推

計

手

法

（

５

年

�

月

�

日

号

２

面

参

照

）

に

基

づ

い

て

計

算

し

た

平

成

�

年

分

以

降

で

最

高

額

と

な

り

、

伸

び

率

３

・

９

％

増

は

、

平

成

３

年

分

調

査

５

・

０

％

以

来

の

伸

び

と

な

っ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

９

月

�

日

、

法

人

税

基

本

通

達

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

を

公

表

し

た

。

　

同

通

達

は

令

和

７

年

度

の

法

人

税

関

係

法

令

等

の

改

正

に

対

応

し

、

法

人

税

基

本

通

達

等

に

つ

き

所

要

の

整

備

を

図

っ

た

も

の

で

、

主

に

７

年

度

税

制

改

正

の

う

ち

、

各

対

象

会

計

年

度

の

国

際

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

の

改

正

に

伴

う

も

の

と

な

っ

て

い

る

。

同

改

正

に

係

る

事

項

以

外

の

事

項

に

つ

い

て

は

、

６

月

�

日

に

法

令

解

釈

通

達

が

公

表

さ

れ

て

い

る

（

７

月

７

日

号

１

面

参

照

）

。

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

、

日

本

公

認

会

計

士

協

会

、

日

本

商

工

会

議

所

お

よ

び

企

業

会

計

基

準

委

員

会

の

関

係

４

団

体

が

主

体

と

な

っ

て

設

置

さ

れ

た

「

中

小

企

業

の

会

計

に

関

す

る

指

針

作

成

検

討

委

員

会

」

は

こ

の

ほ

ど

、

「

中

小

企

業

の

会

計

に

関

す

る

指

針

」

の

見

直

し

を

行

い

、

９

月

�

日

に

こ

れ

を

公

表

し

た

。

　

グ

ロ

ー

バ

ル

・

ミ

ニ

マ

ム

課

税

制

度

に

関

連

す

る

注

記

を

求

め

る

「

会

社

計

算

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

省

令

が

令

和

７

年

２

月

�

日

に

公

表

さ

れ

た

こ

と

を

受

け

、

�

ペ

ー

ジ

の

「

個

別

注

記

表

」

に

「

国

際

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

等

に

関

す

る

注

記

」

の

項

目

を

加

え

る

な

ど

し

た

も

の

。

　

一

方

で

、

当

該

項

目

に

つ

い

て

は

、

グ

ロ

ー

バ

ル

・

ミ

ニ

マ

ム

課

税

制

度

の

適

用

対

象

で

、

損

益

計

算

書

上

、

国

際

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

等

の

金

額

を

法

人

税

等

の

金

額

に

含

め

て

表

示

し

て

お

り

、

そ

の

金

額

が

重

要

な

場

合

に

注

記

が

必

要

と

な

る

旨

を

付

記

し

た

と

し

て

い

る

。

　

な

お

、

日

税

連

、

会

計

士

協

会

は

こ

れ

に

伴

い

、

「

会

計

参

与

の

行

動

指

針

」

の

改

正

を

行

っ

た

。

　

計

算

書

類

に

関

す

る

表

示

に

つ

い

て

、

「

グ

ロ

ー

バ

ル

・

ミ

ニ

マ

ム

課

税

制

度

の

適

用

対

象

で

は

な

い

会

社

を

前

提

と

し

て

い

る

」

と

の

注

書

き

な

ど

を

し

て

い

る

。

　

総

務

省

は

９

月

�

日

、

岡

山

県

総

社

市

、

佐

賀

県

み

や

き

町

、

長

崎

県

雲

仙

市

、

熊

本

県

山

都

町

の

４

市

町

が

ふ

る

さ

と

納

税

の

指

定

基

準

に

適

合

し

て

い

な

か

っ

た

こ

と

が

認

め

ら

れ

た

と

し

て

ふ

る

さ

と

納

税

の

対

象

団

体

と

し

て

の

指

定

を

取

り

消

す

と

発

表

し

た

。

取

消

に

係

る

告

示

は

９

月

�

日

に

施

行

さ

れ

、

取

消

期

間

は

２

年

間

と

な

る

。

　

寄

附

金

の

募

集

に

要

し

た

費

用

の

合

計

額

が

受

け

取

っ

た

寄

附

金

の

合

計

額

の

５

割

を

超

過

し

た

こ

と

が

判

明

し

た

場

合

に

指

定

取

消

の

対

象

と

な

り

得

る

「

募

集

費

用

総

額

５

割

以

下

基

準

」

や

返

礼

品

等

の

調

達

に

要

す

る

費

用

が

寄

附

金

の

額

の

３

割

を

超

え

る

と

指

定

の

取

消

し

事

由

と

な

る

「

返

礼

割

合

３

割

以

下

基

準

」

に

違

反

し

た

こ

と

が

理

由

。

　

こ

の

う

ち

、

総

社

市

の

事

例

で

は

、

市

が

返

礼

品

等

と

し

て

提

供

す

る

お

米

を

公

社

か

ら

購

入

単

価

契

約

を

締

結

し

た

上

で

調

達

し

て

い

た

が

、

公

社

が

調

達

す

る

令

和

６

年

産

米

の

価

格

が

購

入

単

価

を

大

き

く

上

回

り

、

公

社

に

多

大

な

赤

字

が

発

生

す

る

こ

と

が

見

込

ま

れ

た

こ

と

か

ら

、

市

が

公

社

に

補

助

金

を

交

付

し

た

た

め

、

補

助

金

が

調

達

費

不

足

の

補

填

に

充

当

さ

れ

た

と

認

定

。

結

果

、

補

助

金

が

返

礼

品

等

の

調

達

に

要

す

る

費

用

に

当

た

り

、

補

助

金

と

返

礼

米

の

買

取

り

費

用

と

の

合

算

額

が

寄

附

金

の

額

の

３

割

を

超

過

す

る

こ

と

に

な

っ

た

。

　

こ

う

し

た

こ

と

を

受

け

て

、

同

省

は

同

日

、

「

ふ

る

さ

と

納

税

制

度

に

お

け

る

各

指

定

基

準

の

遵

守

の

徹

底

に

つ

い

て

」

と

「

ふ

る

さ

と

納

税

制

度

の

適

正

な

運

用

に

つ

い

て

」

の

各

通

知

を

発

出

し

た

。

こ

の

中

で

は

、

各

地

方

団

体

に

対

し

て

募

集

費

用

の

適

正

な

管

理

を

徹

底

す

る

こ

と

や

返

礼

品

等

を

提

供

す

る

地

方

団

体

は

そ

の

理

由

い

か

ん

に

か

か

わ

ら

ず

返

礼

割

合

３

割

以

下

基

準

を

満

た

す

こ

と

が

必

要

で

あ

り

、

物

価

上

昇

に

伴

う

調

達

費

用

の

変

動

が

理

由

で

あ

っ

て

も

例

外

と

は

な

ら

な

い

こ

と

な

ど

が

示

さ

れ

て

い

る

。

　

平

均

給

与

を

男

女

別

で

み

る

と

、

男

性

は

同

３

・

２

％

増

、

�

万

２

０

０

０

円

増

加

の

５

８

６

万

７

０

０

０

円

、

女

性

は

同

５

・

５

％

増

、

�

万

４

０

０

０

円

増

加

の

３

３

３

万

２

０

０

０

円

と

い

ず

れ

も

増

加

し

た

。

　

平

均

給

与

を

正

社

員

、

正

社

員

以

外

で

み

る

と

、

正

社

員

が

同

２

・

８

％

増

、

�

万

６

０

０

０

円

増

加

の

５

４

４

万

９

０

０

０

円

、

正

社

員

以

外

が

同

２

・

２

％

増

、

４

万

４

０

０

０

円

増

加

の

２

０

６

万

３

０

０

０

円

だ

っ

た

。

　

事

業

所

規

模

別

に

平

均

給

与

を

見

る

と

、

「

従

業

員

�

人

未

満

」

は

前

年

比

９

万

７

０

０

０

円

増

加

の

３

９

１

万

８

０

０

０

円

、

「

従

業

員

１

０

０

人

か

ら

４

９

９

人

」

は

同

�

万

６

０

０

０

円

増

加

の

４

７

５

万

１

０

０

０

円

、

「

従

業

員

５

０

０

０

人

以

上

」

は

同

�

万

１

０

０

０

円

増

加

の

５

３

８

万

９

０

０

０

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

業

種

別

で

は

、

平

均

給

与

が

最

も

高

い

の

は

「

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

」

で

同

７

・

４

％

増

の

８

３

２

万

円

、

次

い

で

「

金

融

業

、

保

険

業

」

が

同

７

・

７

％

増

の

７

０

２

万

円

、

「

情

報

通

信

業

」

が

同

１

・

６

％

増

の

６

５

９

万

円

だ

っ

た

。

他

方

、

最

も

低

い

の

は

「

宿

泊

業

、

飲

食

サ

ー

ビ

ス

業

」

で

同

５

・

８

％

増

の

２

７

９

万

円

だ

っ

た

。

　

ま

た

、

１

年

を

通

じ

て

勤

務

し

た

給

与

所

得

者

５

１

３

７

万

人

（

前

年

比

１

・

２

％

増

）

の

う

ち

、

源

泉

徴

収

に

よ

り

所

得

税

を

納

税

し

て

い

る

者

は

�

・

４

％

減

の

３

７

５

３

万

人

で

、

そ

の

割

合

は

同

�

・

３

㌽

減

の

�

・

１

％

と

、

定

額

減

税

の

影

響

で

所

得

税

を

納

税

す

る

人

が

減

っ

た

た

め

減

少

。

そ

の

税

額

も

同

７

・

２

％

減

の

�

兆

３

６

３

億

円

で

、

納

税

者

の

給

与

総

額

に

占

め

る

税

額

の

割

合

は

同

０

・

�

㌽

減

の

５

・

�

％

だ

っ

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

６

年

分

の

所

得

税

で

実

施

さ

れ

た

定

額

減

税

に

つ

い

て

み

る

と

、

年

末

調

整

を

行

っ

た

１

年

を

通

じ

て

勤

務

し

た

給

与

所

得

者

で

、

定

額

減

税

を

適

用

し

た

者

は

４

０

８

７

万

４

１

７

９

人

、

対

象

者

数

（

定

額

減

税

の

計

算

の

基

と

な

っ

た

本

人

、

同

一

生

計

配

偶

者

お

よ

び

不

要

親

族

の

数

の

合

計

）

は

６

３

９

３

万

７

３

６

４

人

で

、

金

額

（

所

得

税

額

か

ら

控

除

さ

れ

た

定

額

減

税

額

）

は

１

兆

７

１

０

９

億

１

１

０

０

万

円

だ

っ

た

。

　

財

務

省

は

１

日

、

８

月

の

税

収

実

績

を

ま

と

め

た

。

　

同

月

分

税

収

は

、

前

年

同

月

比

�

・

６

％

増

の

７

兆

４

７

２

１

億

円

で

、

同

月

末

累

計

は

同

�

・

０

％

増

の

�

兆

９

０

９

２

億

円

だ

っ

た

。

予

算

額

�

兆

８

１

９

０

億

円

に

対

す

る

進

捗

割

合

は

�

・

７

％

と

な

っ

て

い

る

。

　

税

目

別

に

み

る

と

、

７

月

支

給

分

の

給

与

が

中

心

の

源

泉

徴

収

分

は

、

昨

年

に

施

行

さ

れ

た

定

額

減

税

の

影

響

が

は

く

落

し

た

こ

と

と

賃

上

げ

を

背

景

と

し

て

給

与

税

収

が

増

え

た

こ

と

、

ま

た

、

令

和

５

年

�

月

か

ら

取

り

や

め

た

親

子

会

社

間

配

当

の

源

泉

徴

収

に

起

因

し

た

還

付

金

の

減

少

な

ど

の

要

因

に

よ

り

、

同

�

・

６

％

増

の

１

兆

９

８

３

５

億

円

と

前

年

を

大

き

く

上

回

っ

た

。

申

告

分

と

合

わ

せ

た

所

得

税

全

体

は

、

同

�

・

８

％

増

の

２

兆

２

６

６

億

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

法

人

税

は

、

６

月

決

算

法

人

の

確

定

申

告

分

と

�

月

決

算

法

人

の

中

間

申

告

分

が

中

心

で

、

同

�

・

３

％

増

の

１

兆

１

９

８

３

億

円

と

大

幅

に

増

加

し

た

。

増

加

要

因

に

つ

い

て

、

同

省

は

、

「

源

泉

所

得

税

と

同

様

に

、

親

子

会

社

間

の

配

当

の

源

泉

徴

収

の

取

り

止

め

に

よ

っ

て

還

付

金

が

減

少

し

た

た

め

」

と

し

て

い

る

。

　

消

費

税

は

、

国

内

分

が

増

加

し

た

こ

と

に

よ

り

同

６

・

０

％

増

の

３

兆

３

７

２

３

億

円

と

増

加

し

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

相

続

税

は

、

同

１

・

１

％

増

の

２

７

４

３

億

円

と

な

っ

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

本

紙

の

発

行

と

電

子

版

で

の

本

紙

の

配

信

は

月

曜

日

で

す

（

休

刊

を

除

く

）

。

電

子

版

で

は

、

本

紙

の

記

事

の

一

部

を

先

取

り

し

て

、

原

則

、

本

紙

の

発

行

日

・

配

信

日

で

あ

る

月

曜

日

の

３

日

前

と

な

る

金

曜

日

に

配

信

し

ま

す

。

配

信

時

間

は

�

時

以

降

と

な

り

ま

す

。

　

気

に

な

る

記

事

や

あ

と

で

読

み

た

い

記

事

を

「

Ｍ

ｙ

Ｃ

ｌ

ｉ

ｐ

」

に

保

存

で

き

ま

す

。

記

事

は

１

０

０

件

ま

で

保

存

が

可

能

で

、

削

除

も

で

き

ま

す

。

記

事

ペ

ー

ジ

の

上

部

に

あ

る

「

後

で

読

む

Ｍ

ｙ

Ｃ

ｌ

ｉ

ｐ

」

の

ボ

タ

ン

を

ク

リ

ッ

ク

す

る

と

、

そ

の

記

事

が

保

存

さ

れ

ま

す

。

　

本

紙

の

記

事

は

、

Ｐ

Ｄ

Ｆ

形

式

に

よ

り

、

紙

面

の

形

の

ま

ま

閲

覧

す

る

こ

と

が

で

き

ま

す

。

写

真

等

は

カ

ラ

ー

で

の

表

示

と

な

り

、

印

刷

す

る

こ

と

も

可

能

で

す

。

な

お

、

令

和

６

年

２

月

�

日

号

以

前

の

発

行

号

は

、

電

子

ブ

ッ

ク

形

式

で

の

閲

覧

と

な

り

ま

す

。

　

過

去

の

記

事

を

検

索

・

閲

覧

で

き

ま

す

。

本

紙

の

ニ

ュ

ー

ス

記

事

は

平

成

�

年

１

月

か

ら

収

録

し

て

い

ま

す

。

ス

マ

ー

ト

フ

ォ

ン

や

タ

ブ

レ

ッ

ト

で

の

閲

覧

も

可

能

で

す

。

ま

た

、

記

事

の

下

に

は

関

連

記

事

の

見

出

し

が

表

示

さ

れ

、

す

ぐ

に

関

連

記

事

を

閲

覧

で

き

ま

す

。

　

一

部

の

判

決

・

裁

決

で

は

、

本

紙

よ

り

多

く

の

情

報

を

盛

り

込

ん

だ

「

詳

細

版

」

を

掲

載

し

て

い

ま

す

。

該

当

記

事

の

ペ

ー

ジ

上

部

に

あ

る

紫

色

の

詳

細

版

ボ

タ

ン

を

ク

リ

ッ

ク

す

る

と

閲

覧

で

き

ま

す

。

通

常

版

ボ

タ

ン

を

ク

リ

ッ

ク

す

る

と

本

紙

記

事

に

戻

り

ま

す

。

　

判

決

や

裁

決

の

記

事

で

、

同

一

事

案

の

判

決

や

裁

決

の

記

事

を

掲

載

し

て

い

る

場

合

は

、

そ

れ

ぞ

れ

の

記

事

が

す

ぐ

に

閲

覧

で

き

る

よ

う

に

リ

ン

ク

を

表

示

し

て

い

ま

す

。

ま

た

、

最

新

の

地

裁

判

決

と

高

裁

判

決

の

記

事

に

は

、

電

子

版

の

み

事

件

番

号

を

掲

載

し

て

い

ま

す

。

　

電

子

版

独

自

の

記

事

を

配

信

し

ま

す

。

「

速

報

ニ

ュ

ー

ス

」

や

「

判

決

速

報

」

で

は

、

本

紙

よ

り

も

早

く

、

重

要

な

情

報

や

注

目

の

判

決

の

記

事

を

お

届

け

し

ま

す

。

「

調

査

事

例

」

で

は

、

当

局

の

法

人

税

や

所

得

税

、

相

続

税

な

ど

に

お

け

る

調

査

事

例

を

配

信

し

て

お

り

、

一

部

の

調

査

事

例

で

は

、

事

例

を

分

か

り

や

す

く

図

解

で

示

し

た

〝

ポ

ン

チ

絵

〟

を

掲

載

し

て

い

ま

す

。

ま

た

、

本

紙

に

掲

載

さ

れ

て

い

な

い

「

非

公

開

裁

決

（

本

紙

未

掲

載

）

」

と

「

査

察

事

件

の

告

発

事

案

」

も

配

信

し

て

い

ま

す

。

　税のしるべ電子版は、本紙の購読者ならどなたでも簡単な利用登

録をするだけでご利用いただけます。電子版には、本紙にはない魅

力がたくさんあります。例えば、本紙には掲載されていない電子版

独自の記事や速報ニュース、電子版限定の連載などが閲覧できます。

また、判決や裁決の記事等で、本紙よりも詳細な内容を盛り込んだ

「詳細版」の掲載、同一事案の判決と裁決のリンク、関

連記事の表示や資料へのリンクなど、電子版だからでき

る機能があります。ここでは、電子版の主なコンテンツ

や機能を紹介します。

＜弊会からの郵送にて購読している方＞

　弊会ホームページまたは税のしるべ電子

版のトップページにある、電子版利用登録

フォームにアクセスし、ＩＤとパスワード

を登録するとご利用いただけます。ＩＤは、

本紙送付時の宛名右下に記載の７桁の数字

（顧客コード）となります。

＜新聞販売店からの配達にて購読している方＞

　電子版利用登録についてご説明させてい

ただきますので、弊会販売管理部（℡�―

３８２９―４１４３）までご連絡をお願いいたしま

す。

　弊会ホームページまたは税のしるべ電子

版から定期刊行物年間購読フォームにアク

セスしていただき、本紙のご購読をお申し

込みください（メールアドレス必須）。

　購読料の請求書送付時にＩＤと仮パスワ

ードをお知らせいたします。仮パスワード

は電子版のログイン画面より任意でご変更

いただけます。

電子版掲載裁決アクセスランキング

電子版では、これまでに約１０００件の国税不服審判所の公表裁

決、非公開裁決を掲載しております。電子版に掲載している

公表裁決、非公開裁決のうち、今年４月１日から９月末まで

のアクセス数上位�件は以下のとおりです。

　 概要 掲載日

１

接待交際費として必要経費に算入した支出は客観

的証拠の提出なく必要経費に該当しない（非公開）

令和７年

９月�日

２

特定記録郵便で発送された処分の通知書は配達

完了の記録がされた日が送達日（公表）

令和５年

�月４日

３

事業年度末に未払計上した従業員に対する決算

賞与は口頭での通知後に金額変更あり、損金算

入は認められない（非公開）

令和７年

５月�日

４

被相続人の死亡で取得した米国遺族年金の受給

権はみなし相続財産に該当（非公開）

令和７年

３月�日

５

請求人の飲食業務等は事業に該当せず、企画遂

行性や一応の有償性、継続性、肉体的労力など

は認められるも営利性はなし（非公開）

令和７年

７月９日

６

商品の仕入れに取引実体なし、仕入税額控除は

適用されない（非公開）

令和７年

４月２日

７

父母が住んでいた家屋を隣接する自身の配偶者所有

の家屋とあわせて「一つの住居」と主張、居住用財

産の譲渡所得の課税の特例を適用も認めず（非公開）

令和７年

７月�日

８

評価通達によるべきではない特別の事情は認め

られない、土地の売却価額は特定の事情の下で

算定されたにすぎない（非公開）

令和７年

４月９日

９

概算払による補助金の益金算入時期巡り処分を

一部取消し、「金額確定通知があったとき」で

はなく「交付を受けたとき」（非公開）

令和７年

８月６日

�

被相続人が申告し確定した相続税額が、相次相

続控除の計算基礎となる第一次相続税額に該当

（非公開）

令和７年

４月�日

（４）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　

死

亡

退

職

に

よ

り

退

職

給

与

が

支

給

さ

れ

る

こ

と

は

、

ま

ま

あ

る

こ

と

で

は

あ

る

が

、

そ

れ

が

、

役

員

退

職

給

与

の

場

合

、

特

に

、

創

業

者

役

員

が

死

亡

し

た

場

合

に

は

、

そ

の

金

額

が

億

単

位

に

も

な

る

こ

と

も

あ

っ

て

、

そ

の

退

職

給

与

の

支

給

時

期

等

を

め

ぐ

っ

て

課

税

上

大

き

な

問

題

と

な

る

。

　

こ

の

点

に

つ

い

て

、

相

続

税

法

３

条

１

項

２

号

は

、

被

相

続

人

の

死

亡

に

よ

り

相

続

人

そ

の

他

の

者

が

当

該

被

相

続

人

に

支

給

さ

れ

る

べ

き

で

あ

っ

た

退

職

手

当

金

、

功

労

金

そ

の

他

こ

れ

ら

に

準

ず

る

給

与

で

被

相

続

人

の

死

亡

後

３

年

以

内

に

支

給

が

確

定

し

た

も

の

の

支

給

を

受

け

た

場

合

に

は

、

当

該

相

続

人

等

が

当

該

退

職

手

当

金

を

相

続

に

よ

っ

て

取

得

し

た

も

の

と

み

な

す

旨

定

め

て

い

る

。

　

す

な

わ

ち

、

相

続

人

が

被

相

続

人

の

死

亡

後

３

年

以

内

に

確

定

し

た

退

職

手

当

金

を

取

得

し

た

場

合

に

は

、

相

続

税

が

課

税

さ

れ

る

が

、

相

続

人

が

被

相

続

人

死

亡

３

年

後

に

確

定

し

た

退

職

手

当

金

を

取

得

し

た

場

合

に

は

、

相

続

財

産

に

該

当

し

な

い

か

ら

一

時

所

得

と

し

て

所

得

税

が

課

税

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

こ

れ

ら

の

場

合

、

相

続

税

と

し

て

課

税

さ

れ

る

と

、

相

続

財

産

の

課

税

価

格

が

６

億

円

を

超

え

て

い

れ

ば

、

当

該

退

職

手

当

金

か

ら

相

続

人

一

人

当

た

り

５

０

０

万

円

を

控

除

し

た

残

額

に

�

％

の

税

率

が

課

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

が

、

所

得

税

と

し

て

課

税

さ

れ

る

と

、

当

該

退

職

手

当

金

か

ら

�

万

円

控

除

し

た

後

の

金

額

の

２

分

の

１

が

課

税

標

準

と

な

る

。

こ

の

場

合

、

大

黒

柱

が

死

亡

し

た

と

い

う

こ

と

で

他

に

所

得

が

な

け

れ

ば

、

そ

の

平

均

税

率

も

�

％

を

大

幅

に

下

回

る

こ

と

に

な

る

。

　

こ

の

よ

う

に

、

死

亡

退

職

手

当

金

に

相

続

税

が

課

税

さ

れ

る

か

所

得

税

が

課

税

さ

れ

る

か

に

よ

っ

て

税

負

担

が

大

幅

に

異

な

る

こ

と

に

な

る

と

、

相

続

人

が

当

該

退

職

手

当

金

支

給

の

確

定

時

期

を

死

亡

３

年

後

に

な

る

よ

う

に

被

相

続

人

の

勤

務

先

に

依

頼

し

た

場

合

に

、

ど

の

よ

う

な

課

税

問

題

が

生

じ

る

か

で

あ

る

。

　

勤

務

先

（

会

社

）

と

し

て

も

、

死

亡

し

た

役

員

の

功

績

が

大

き

け

れ

ば

、

遺

族

の

要

望

を

無

視

で

き

な

い

で

あ

ろ

う

が

、

退

職

給

与

の

支

給

時

期

を

恣

意

的

に

遅

ら

せ

た

場

合

に

は

、

法

人

税

の

課

税

関

係

も

検

討

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

法

人

税

法

上

、

役

員

退

職

給

与

に

つ

い

て

は

、

そ

れ

が

不

相

当

に

高

額

で

な

い

限

り

、

所

得

金

額

の

計

算

上

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

る

が

、

そ

の

損

金

算

入

時

期

に

つ

い

て

は

、

当

該

退

職

給

与

の

確

定

時

期

に

よ

る

。

一

般

の

退

職

給

与

で

あ

れ

ば

、

法

人

税

法

�

条

３

項

２

号

に

定

め

る

費

用

で

あ

ろ

う

か

ら

、

債

務

確

定

基

準

が

適

用

さ

れ

る

。

　

す

な

わ

ち

、

法

人

税

基

本

通

達

２

―

２

―

�

に

よ

れ

ば

、

「

債

務

の

確

定

」

は

、

当

該

事

業

年

度

終

了

の

日

ま

で

に

、

①

当

該

費

用

に

係

る

債

務

が

成

立

し

て

い

る

こ

と

、

②

当

該

債

務

に

基

づ

い

て

具

体

的

な

給

付

を

す

べ

き

原

因

と

な

る

事

実

が

発

生

し

て

い

る

こ

と

、

及

び

③

そ

の

金

額

が

合

理

的

に

算

定

す

る

こ

と

が

で

き

る

こ

と

、

の

３

要

件

を

満

た

し

て

い

る

か

否

か

に

よ

っ

て

判

断

さ

れ

る

。

　

他

方

、

役

員

退

職

給

与

に

つ

い

て

は

、

法

人

税

基

本

通

達

９

―

２

―

�

が

、

「

退

職

し

た

役

員

に

対

す

る

退

職

給

与

の

額

の

損

金

算

入

の

時

期

は

、

株

主

総

会

の

決

議

等

に

よ

り

そ

の

額

が

具

体

的

に

確

定

し

た

日

の

属

す

る

事

業

年

度

と

す

る

。

た

だ

し

、

法

人

が

そ

の

退

職

給

与

の

額

を

支

払

っ

た

日

の

属

す

る

事

業

年

度

に

お

い

て

そ

の

支

払

っ

た

額

に

つ

き

損

金

経

理

を

し

た

場

合

に

は

、

こ

れ

を

認

め

る

。

」

と

定

め

て

い

る

。

　

こ

の

よ

う

な

相

続

税

法

並

び

に

法

人

税

法

及

び

法

人

税

基

本

通

達

の

規

定

（

取

扱

い

）

に

照

ら

せ

ば

、

冒

頭

に

述

べ

た

よ

う

に

、

被

相

続

人

に

係

る

退

職

手

当

金

の

確

定

時

期

を

恣

意

的

に

当

該

被

相

続

人

の

死

亡

３

年

後

に

確

定

し

、

支

給

し

た

と

し

て

も

、

当

該

退

職

手

当

金

は

、

相

続

人

に

対

し

て

は

、

一

時

所

得

と

し

て

所

得

税

が

課

税

さ

れ

、

支

給

す

る

会

社

側

と

し

て

も

、

当

該

退

職

手

当

金

を

確

定

し

た

事

業

年

度

の

損

金

の

額

に

算

入

す

る

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

解

さ

れ

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

当

該

退

職

手

当

金

を

支

給

す

る

会

社

が

同

族

会

社

に

該

当

す

る

場

合

に

は

、

相

続

税

法

�

条

又

は

法

人

税

法

１

３

２

条

に

定

め

る

「

同

族

会

社

等

の

行

為

又

は

計

算

の

否

認

」

規

定

が

適

用

さ

れ

る

場

合

も

考

え

ら

れ

る

。

す

な

わ

ち

、

同

族

会

社

等

が

介

在

し

た

行

為

・

計

算

に

つ

い

て

は

、

税

務

署

長

が

、

相

続

税

等

の

「

負

担

を

不

当

に

減

少

さ

せ

る

」

と

認

め

た

場

合

に

は

、

税

務

署

長

の

認

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

、

更

正

又

は

決

定

が

行

わ

れ

る

こ

と

に

な

る

の

で

、

留

意

を

要

す

る

。

　日高大開
（ひだか・ともはる）氏の略歴　一橋大学国際・公

共政策大学院修了、国税庁長官官房総務課、同課税部審理室、

東京国税不服審判所（法規・審査担当）、東京国税局等勤務を

経た後、現在、税理士法人研輝社員税理士。

　「必要経費」と聞くと、税金を計算する際に、売上や収入か

ら差し引く経費を思い浮かべる方は少ないことでしょう。その

ように考えると、土地を売却した際に不動産会社に支払う仲介

手数料や、生命保険の満期保険金を受け取った際に控除する既

払保険料も必要経費ということになりますし、あなたがサラリ

ーマン（給与所得者）であれば、給与所得控除も概算の必要経

費だというようにいえるかもしれません。

　しかし、所得税法上、必要経費とは、不動産所得、事業所得

又は雑所得（以下、当講座では「事業所得等」といいます。）

の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため

直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費

その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用などを

いうものとされ、限定的に定められています。また、事業所得

等に係る所得金額の計算方法は、その年中の総収入金額から必

要経費を控除することになっています。

　つまり、事業所得等を有する個人にとっては、必要経費の額

がいくらであるかということが、その年分の税額を算出する上

で重要な要素の一つとなるのです。

　他方、所得税法には、家事上の経費やこれに関連する経費（以

下、当講座では「家事関連費等」といいます。）は、必要経費

に算入しないという規定があります。必要経費が業務遂行上の

経費だとすれば、家事関連費等は、人が生活していくための経

費ということができます。

　必要経費と家事関連費等は、本来明確に区分されなければな

らないものです。ですから、これらの判定が曖昧であったり、

合理的な計算方法等により区分されなかったりすれば、それは

正しい所得金額や税額を算出したということにはなりません。

　近年、個人のネット取引やダブルワークによる自宅でのサイ

ドビジネスが社会現象化し、それらに係る確定申告も相まって、

必要経費は一層身近なものになりました。また、納税者の意識

にも変化が生じ、必要経費と家事関連費等の区分において、容

易かつ客観的に判定することが困難なケースが散見されるよう

です。

　そのため、当講座では、所得税法第�条第１項に規定する必

要経費をテーマに、それとは相容れない家事関連費等との関係

や、法人税法上の損金との違いなどを交えながら、どのような

ものが必要経費として取り扱われるのかを考えていくことにし

ます。

（５） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

本

書

は

、

相

続

に

お

い

て

税

理

士

が

直

面

す

る

ト

ラ

ブ

ル

に

な

り

や

す

い

具

体

的

な

事

例

（

例

え

ば

、

遺

産

分

割

の

や

り

直

し

や

財

産

評

価

と

遺

産

分

割

、

注

意

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

遺

言

の

書

き

方

、

特

別

受

益

と

使

途

不

明

金

、

準

確

定

申

告

が

問

題

と

な

る

ケ

ー

ス

、

養

子

縁

組

　

等

々

）

を

長

年

相

続

実

務

に

携

わ

っ

て

き

た

弁

護

士

が

厳

選

し

て

記

述

。

　

相

続

実

務

に

お

い

て

実

際

に

生

じ

て

い

る

課

税

上

の

問

題

に

つ

い

て

も

裁

判

例

等

を

引

き

合

い

に

詳

解

。

　

意

思

能

力

、

簡

単

に

遺

す

遺

言

、

配

偶

者

居

住

権

の

利

用

、

債

務

の

承

継

に

つ

い

て

記

載

の

な

い

遺

言

と

債

務

控

除

、

一

部

の

財

産

に

つ

い

て

の

遺

言

（

遺

産

分

割

と

遺

留

分

）

、

一

部

の

財

産

に

つ

い

て

の

遺

言

（

敢

え

て

遺

産

の

一

部

を

対

象

と

す

る

遺

言

、

相

続

人

の

い

な

い

相

続

と

譲

渡

所

得

税

の

申

告

、

特

別

受

益

と

遺

留

分

の

区

別

、

非

上

場

株

式

が

分

割

の

対

象

と

な

る

場

合

の

評

価

と

問

題

点

、

遺

産

分

割

を

相

続

人

全

員

の

合

意

に

よ

り

や

り

直

し

た

事

例

、

養

子

の

連

れ

子

の

相

続

権

な

ど

の

事

例

を

掲

載

。

　

ト

ラ

ブ

ル

に

な

る

前

に

一

読

し

て

お

き

た

い

一

冊

。

　

Ａ

５

判

、

２

２

０

ペ

ー

ジ

。

定

価

２

８

６

０

円

（

税

込

み

）

。

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

が

取

引

先

か

ら

受

注

し

た

各

工

事

は

法

基

通

９

―

６

―

３

に

定

め

る

「

継

続

的

な

取

引

」

に

該

当

せ

ず

、

売

掛

金

は

貸

倒

損

失

と

し

て

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

な

い

と

し

た

事

例

。

本件各工事の内容等

年月日 工事内容

平

成

�

年

４

月

期

平成

�年

① ５月�日 カーペット敷工事

② ６月�日 ○○工場工事

③ ７月�日 店舗改装工事

④ ９月９日 看板工事

平成

�年

⑤ ３月�日

本店坪庭増設工

事

平

成

�

年

４

月

期

平成

�年

⑥ ６月�日 本店移転工事

⑦ ７月�日

動力回路他改修

工事

⑧ �月�日 看板、電気工事等

⑨ �月６日 外壁工事

平成

�年

⑩ ２月�日 外部テント工事

令

和

２

年

４

月

期

令和

元年

⑪ �月�日 本店屋外工事

⑫ �月�日

店舗既存分撤去

・解体・土木工事

⑬ �月�日 店舗改装工事

令和

２年

⑭ １月�日 イートイン工事

※各工事に対応する年月日は、本件明細の請

求書日付、見積書または納品書に記載の日

付による。

　

請

求

人

が

、

取

引

先

に

対

す

る

売

掛

金

を

貸

倒

損

失

と

し

て

損

金

の

額

に

算

入

し

、

ま

た

、

貸

倒

れ

に

係

る

消

費

税

額

を

課

税

標

準

額

に

対

す

る

消

費

税

額

か

ら

控

除

し

て

、

法

人

税

等

及

び

消

費

税

等

の

各

確

定

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

当

該

貸

倒

損

失

は

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

な

い

な

ど

と

し

て

更

正

処

分

等

を

し

た

。

そ

れ

に

対

し

、

請

求

人

が

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

国

税

不

服

審

判

所

は

、

請

求

人

が

当

該

取

引

先

か

ら

受

注

し

た

各

工

事

は

法

人

税

基

本

通

達

９

―

６

―

３

《

一

定

期

間

取

引

停

止

後

弁

済

が

な

い

場

合

等

の

貸

倒

れ

》

（

本

件

通

達

）

に

定

め

る

「

継

続

的

な

取

引

」

に

該

当

せ

ず

、

当

該

売

掛

金

は

貸

倒

損

失

と

し

て

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

な

い

と

し

て

、

処

分

は

適

法

で

あ

る

と

し

た

（

令

和

６

年

８

月

�

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。

基

礎

事

実

等

　

請

求

人

は

、

建

築

工

事

業

等

を

目

的

と

し

て

設

立

さ

れ

た

法

人

で

、

本

件

取

引

先

は

、

飲

食

業

を

目

的

と

し

て

設

立

さ

れ

た

法

人

。

　

請

求

人

が

、

原

処

分

庁

所

属

の

調

査

担

当

職

員

に

よ

る

調

査

の

際

、

原

処

分

庁

に

提

出

し

た

取

引

の

明

細

（

本

件

明

細

）

に

は

、

平

成

�

年

５

月

１

日

か

ら

平

成

�

年

４

月

�

日

ま

で

の

事

業

年

度

（

平

成

�

年

４

月

期

）

、

平

成

�

年

４

月

期

及

び

令

和

２

年

４

月

期

に

お

い

て

、

本

件

取

引

先

に

対

し

て

各

工

事

（

本

件

各

工

事

）

を

行

っ

た

旨

や

、

請

求

人

が

本

件

取

引

先

か

ら

本

件

各

工

事

の

代

金

と

し

て

受

領

し

た

各

金

額

が

記

載

さ

れ

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

４

年

３

月

�

日

付

で

、

本

件

取

引

先

に

対

し

て

、

本

件

各

工

事

の

代

金

の

残

額

６

８

４

万

２

４

４

６

円

の

支

払

を

求

め

る

旨

の

書

面

を

発

行

し

、

本

件

取

引

先

に

交

付

し

た

。

　

請

求

人

は

令

和

２

年

の

工

事

（

表

⑭

）

が

完

了

し

て

以

降

、

令

和

４

年

ま

で

の

間

、

本

件

取

引

先

と

の

間

で

取

引

を

行

っ

て

い

な

か

っ

た

と

こ

ろ

、

同

年

５

月

�

日

付

で

、

本

件

取

引

先

に

対

し

て

、

本

件

工

事

Ａ

の

見

積

金

額

を

１

９

２

万

１

８

６

５

円

と

す

る

旨

の

書

面

を

発

行

し

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

４

年

８

月

�

日

付

で

、

本

件

取

引

先

に

対

し

て

、

本

件

工

事

Ａ

の

代

金

と

し

て

１

９

２

万

１

８

６

５

円

の

支

払

を

求

め

る

旨

の

書

面

を

発

行

し

、

本

件

取

引

先

は

、

同

月

�

日

に

、

請

求

人

に

対

し

て

、

本

件

工

事

Ａ

の

代

金

と

し

て

１

９

２

万

１

８

６

５

円

を

支

払

っ

た

。

　

請

求

人

の

総

勘

定

元

帳

上

、

本

件

取

引

先

に

対

す

る

本

件

各

工

事

（

代

金

を

請

求

し

て

い

な

い

工

事

を

除

く

）

に

係

る

売

掛

金

の

総

額

は

、

令

和

４

年

４

月

期

の

末

日

に

お

い

て

は

６

８

４

万

２

４

４

６

円

で

あ

っ

た

（

本

件

売

掛

金

）

。

　

請

求

人

は

、

令

和

４

年

４

月

�

日

付

で

、

本

件

売

掛

金

か

ら

備

忘

価

額

と

し

て

１

円

を

控

除

し

、

ま

た

、

仮

受

消

費

税

等

と

し

て

�

万

１

７

０

１

円

を

控

除

し

た

残

額

６

２

５

万

７

４

４

円

を

貸

倒

損

失

と

し

て

損

金

経

理

し

た

（

本

件

貸

倒

損

失

）

。

　

争

点

は

本

件

貸

倒

損

失

は

令

和

４

年

４

月

期

に

お

い

て

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

本

件

取

引

先

に

対

し

て

、

親

戚

関

係

や

地

域

性

を

考

慮

し

つ

つ

、

継

続

的

な

受

注

を

期

待

し

な

が

ら

５

年

以

上

の

長

期

に

わ

た

っ

て

本

件

各

工

事

を

行

っ

て

い

た

上

、

本

件

取

引

先

も

工

事

代

金

の

一

部

を

未

払

い

に

す

る

こ

と

に

よ

り

請

求

人

と

の

取

引

を

継

続

す

る

意

思

を

表

明

し

て

い

た

こ

と

か

ら

、

本

件

各

工

事

は

本

件

通

達

に

定

め

る

「

継

続

的

な

取

引

」

に

該

当

し

、

本

件

通

達

の

定

め

に

則

り

貸

倒

れ

と

し

て

損

金

経

理

し

た

本

件

取

引

先

に

対

す

る

本

件

売

掛

金

は

、

貸

倒

損

失

と

し

て

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

る

。

審

判

所

の

判

断

　

①

請

求

人

と

本

件

取

引

先

と

の

間

で

工

事

の

必

要

性

が

継

続

的

に

あ

る

こ

と

を

前

提

と

し

た

基

本

契

約

書

等

の

や

り

取

り

は

な

い

こ

と

、

②

本

件

取

引

先

が

営

む

事

業

の

内

容

に

照

ら

せ

ば

、

本

件

取

引

先

が

建

物

等

に

関

し

て

工

事

を

要

す

る

状

況

に

な

る

こ

と

や

特

定

の

時

期

に

そ

の

よ

う

な

状

況

が

発

生

す

る

こ

と

が

確

実

で

あ

っ

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

、

③

本

件

各

工

事

の

内

容

等

は

様

々

で

あ

り

、

そ

の

工

事

別

に

引

渡

し

が

さ

れ

て

い

る

こ

と

な

ど

か

ら

す

る

と

、

請

求

人

が

本

件

取

引

先

か

ら

工

事

を

継

続

的

に

請

け

負

う

関

係

に

あ

っ

た

と

い

う

こ

と

は

で

き

ず

、

む

し

ろ

、

請

求

人

と

本

件

取

引

先

は

、

本

件

各

工

事

の

必

要

性

が

生

じ

た

都

度

、

工

事

の

受

発

注

と

代

金

の

請

求

を

行

っ

て

い

た

と

み

る

の

が

自

然

で

あ

る

。

　

し

た

が

っ

て

、

本

件

各

工

事

は

本

件

通

達

に

定

め

る

「

継

続

的

な

取

引

」

に

該

当

せ

ず

、

本

件

売

掛

金

は

貸

倒

損

失

と

し

て

損

金

の

額

に

算

入

さ

れ

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　本コーナーにおいて昨年�月から�月までは、ふる

さと納税における「ユニークな使途」に焦点を当てて

連載を実施していたが、今年は「ユニークな返礼品」

を取り上げていくこととする。例えば、日常生活では

出来ない「体験」を返礼品とする事例などを紹介して

いきたい。

　今回紹介するのは、大相撲本場所の土俵を製作する

地元企業（わら細工の製作販売等企業）の「わら細工

職人」と一緒に、わら細工の製作を体験できるという

事業。長野県の飯島町が実施している。

　同町は同県の南部、伊那谷のほぼ中央に位置し、東

に南アルプス、西に中央アルプスを望む位置にある。

交通は中央自動車道、ＪＲ飯田線、国道１５３号線など

が町内を縦断し東京、名古屋からの交通の便も非常に

よいとされる。

　同町は江戸時代、幕府の陣屋が置かれていた歴史の

街でもある。飯島陣屋は江戸時代初め、延宝５年（１

６７７年）に設置されたといわれている。伊那郡を中

心とする幕府直轄領（天領）を支配する拠点として置

かれたもので、それ以来、幕末にいたるまで続き、明

治維新以後は伊那県庁として使われた。伊那県は、明

治４年�月に廃止されたが、同町は江戸時代から明治

初期に至る２００年近い間、信濃の国や伊那県の政治上、

重要な役割を果たしていた。

　ふるさと納税の返礼品は、そんな場所で「わら細工」

を体験することである。

　現地において、１組２名までで実施する。体験時間

は約８時間、そのため、１日だけでなく、２日かかる

こともあるようだ。返礼品は「体験」なので、体験を

希望した場合は現地集合現地解散、交通費等は自己負

担、宿泊の予約・費用も自己負担となる。

　ふるさと納税関連サイトで、その地元企業は、「伝

統をあむ。遊び心もあむ。それが弊社の姿勢です。伝

統的なわら製品は、『俵』『しめ縄』『しめ飾り』、

おひつを保温する『わらいずみ』など」とし、なかで

も、保温性が高く、なめらかで、あみこみ模様が美し

い「わらいずみ」をあめる職人は、現在、日本で数名

のみで、そのうち２名が同社の職人であるといい、同

社の「わらいずみ」は、有名寿司店を始め、多くの寿

司店で愛用されているとしている。

年度 全部取消 一部取消 棄却 却下 不明 計 公表裁決

Ｈ８ � � ３８６ � ― ５２６ �

Ｈ９ � � ５９９ � ― ７７２ �

Ｈ� � １３１ ６３５ � ― ８６２ �

Ｈ� � � ５３３ � ― ７１７ �

Ｈ� � １１８ ５８５ � ― ８２５ �

Ｈ� � １０１ ６５２ � ― ８６８ �

Ｈ� � １３４ ６０７ � ― ８６３ １０２

Ｈ� � １５２ ６３２ � ― ８９８ �

Ｈ� � � ６２８ � １ ８２９ �

Ｈ� � � ４６６ � １ ６４５ �

Ｈ� � � ５３０ � ― ７３２ �

Ｈ� � � ４７２ � １ ６５１ �

Ｈ� � � ４５５ � １ ６４９ �

Ｈ� � � ４４５ � ― ６２１ �

Ｈ� � � ４６４ � ― ６５６ �

Ｈ� � � ４８４ � ― ６７８ �

Ｈ� � � ４１０ � ― ５７１ �

Ｈ� � � ３０４ � ― ４３８ �

Ｈ� � � ２４８ � ３ ３６７ �

Ｈ� � � ３１１ � ― ４４１ �

Ｈ� � � ２８８ � ― ３８３ �

Ｈ� � � ３１７ � ― ４２５ �

Ｈ� � � ３５５ � ― ４４７ �

Ｒ１ � � ２９５ � ― ３８９ �

Ｒ２ � � ２１８ � ― ３０９ �

Ｒ３ � � ２３１ � ― ３１８ �

Ｒ４ � � ３１４ � ― ４１３ �

Ｒ５ � � ２５６ � ― ３４０ �

Ｒ６ ９ � ２６８ � ― ３２９ �

総計 ８３２１，９７０１２，３８８１，７６５ ７１６，９６２１，６５０

（単位：件）

　

国

税

庁

は

税

務

行

政

の

Ｄ

Ｘ

を

推

進

し

て

い

ま

す

が

、

争

訟

に

関

す

る

デ

ー

タ

を

分

析

し

た

情

報

は

見

る

機

会

が

少

な

い

と

い

う

印

象

で

す

。

そ

こ

で

、

こ

の

連

載

で

は

、

国

税

不

服

審

判

所

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

公

表

さ

れ

て

い

る

裁

決

要

旨

や

開

示

請

求

に

よ

り

入

手

し

た

情

報

を

分

析

し

、

争

訟

の

実

像

に

迫

り

た

い

と

思

い

ま

す

。

　

審

判

所

は

、

毎

年

６

月

に

審

査

請

求

の

概

要

を

公

表

し

て

い

ま

す

が

、

こ

こ

で

公

表

さ

れ

る

件

数

は

、

処

分

の

延

べ

件

数

で

あ

り

裁

決

書

単

位

の

件

数

と

は

な

っ

て

い

ま

せ

ん

。

今

回

は

、

審

判

所

が

公

開

し

て

い

る

裁

決

要

旨

か

ら

、

裁

決

書

単

位

の

処

理

件

数

を

集

計

し

（

表

参

照

、

Ｈ

８

年

度

は

７

～

３

月

、

Ｒ

６

年

度

は

４

月

～

�

月

ま

で

の

数

値

）

、

分

析

し

て

み

ま

し

た

。

（

裁

決

件

数

）

　

Ｈ

�

年

度

ま

で

は

お

お

む

ね

８

０

０

件

台

の

裁

決

が

さ

れ

て

い

ま

し

た

が

、

Ｈ

�

～

�

年

度

に

か

け

て

６

０

０

件

台

に

減

少

、

そ

の

後

、

Ｈ

�

年

度

以

降

は

３

０

０

～

４

０

０

件

台

で

推

移

し

て

い

ま

す

。

（

取

消

率

）

　

取

消

率

（

全

部

取

消

＋

一

部

取

消

）

を

計

算

し

て

み

る

と

、

Ｈ

�

年

度

ま

で

は

�

％

を

超

え

る

年

度

も

あ

り

ま

し

た

が

減

少

傾

向

に

あ

り

、

平

均

は

�

・

５

％

と

な

っ

て

い

ま

す

。

全

部

取

消

率

は

平

均

４

・

９

％

で

、

明

確

な

傾

向

が

あ

る

わ

け

で

は

あ

り

ま

せ

ん

。

他

方

、

一

部

取

消

率

は

平

均

�

・

６

％

で

す

が

、

年

々

減

少

傾

向

に

あ

り

、

Ｈ

８

～

�

年

度

ま

で

は

お

お

む

ね

�

％

を

超

え

て

ま

し

た

が

、

Ｈ

�

年

度

以

降

は

�

％

を

超

え

る

年

度

が

４

回

し

か

な

い

状

況

で

す

。

一

部

取

消

に

は

、

争

点

外

の

単

な

る

計

算

誤

り

も

含

ま

れ

て

い

ま

す

が

、

そ

れ

を

除

く

と

、

実

質

的

な

取

消

率

は

さ

ら

に

数

％

低

い

割

合

に

な

る

と

思

わ

れ

ま

す

。

（

公

表

裁

決

掲

載

率

）

　

審

判

所

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

は

、

先

例

と

な

る

裁

決

や

取

消

裁

決

が

公

表

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

て

い

ま

す

。

公

表

裁

決

に

掲

載

さ

れ

た

割

合

を

計

算

し

て

み

る

と

、

平

均

９

・

７

％

で

あ

り

、

Ｈ

�

～

Ｒ

１

年

度

は

お

お

む

ね

�

％

を

超

え

る

掲

載

率

が

あ

り

ま

し

た

が

、

Ｒ

２

年

度

以

降

は

６

～

８

％

程

度

の

掲

載

率

と

な

っ

て

い

ま

す

。

（７） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　コロナ禍による影響で落ち込んだ法人税の実地

調査件数は回復基調にあります。セミナーでは、

近年の税務調査の動向について、報道発表資料や

情報公開請求し開示された会議資料を基に事前の

防衛策のほか、質問応答記録書についても開示方

法などに触れ、調査への対応策を解説します。

日　時　��年�月�日（火）�：�～�：�

　※研修時間：３時間

受講方法　オンライン型

（ライブ配信と後日に提供するアーカイ

ブ配信の両方を視聴できます）

【アーカイブ配信期間】

　�月�日～�月�日

講　師　税理士・清水太一（しみず・たいち）氏

東京国税局調査第四部（連結法人調査担

当）国税調査官、同局同部（大規模法人

調査担当）主査、同局同部（海外取引等

調査担当）国際税務専門官、同局調査第

三部（移転価格等調査担当）国際税務専

門官、同局調査第一部主任国際情報審理

官付（ＡＰＡ担当）国際税務専門官等を

経て、令和６年６月退職（令和６年８月

税理士登録）。

受講料　１名につき�５，０００円

（税込・レジュメ代を含む）

※「税のしるべ」購読者の方は、割引価

格１２，０００円（税込）となります。

テキスト　レジュメ

申込方法　大蔵財務協会ウェブサイトの申

込フォームよりお申込みくださ

い。

　

兵

庫

・

淡

路

地

区

租

税

教

育

推

進

協

議

会

（

会

長

＝

伊

藤

博

洲

本

税

務

署

長

）

と

公

益

社

団

法

人

淡

路

納

税

協

会

（

三

津

久

直

会

長

）

、

淡

路

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

秦

紳

一

郎

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

教

員

、

税

理

士

を

は

じ

め

社

会

の

構

成

員

が

集

い

、

児

童

・

生

徒

に

対

す

る

租

税

教

育

を

考

え

る

「

租

税

教

育

フ

ォ

ー

ラ

ム

」

を

開

催

し

、

来

賓

の

大

阪

国

税

局

の

木

村

昌

代

国

税

広

報

広

聴

室

長

を

は

じ

め

�

人

が

参

加

し

た

＝

写

真

。

　

フ

ォ

ー

ラ

ム

は

二

部

制

で

、

第

一

部

は

、

山

口

大

学

の

富

田

愛

優

講

師

が

「

租

税

教

育

に

つ

い

て

考

え

る

～

財

政

民

主

主

義

の

確

保

に

向

け

て

～

」

と

題

し

て

基

調

講

演

し

、

税

に

関

し

て

無

知

・

無

関

心

な

人

が

多

く

、

税

の

『

義

務

』

の

み

で

は

な

く

『

権

利

』

と

し

て

認

識

す

る

こ

と

の

重

要

性

、

主

権

者

と

し

て

の

自

覚

、

税

の

使

途

は

自

分

達

で

決

め

監

視

す

る

権

利

に

つ

い

て

説

い

た

。

　

第

二

部

で

は

、

租

税

教

育

の

在

り

方

に

つ

い

て

、

富

田

講

師

と

パ

ネ

リ

ス

ト

７

人

に

よ

り

デ

ィ

ス

カ

ッ

シ

ョ

ン

し

た

。

税

の

無

知

・

無

関

心

へ

の

ア

プ

ロ

ー

チ

と

し

て

、

租

税

教

室

で

は

「

記

憶

に

残

る

授

業

を

心

が

け

る

」

「

国

を

自

分

達

で

守

る

意

識

を

伝

え

る

」

「

社

会

の

現

状

を

し

っ

か

り

伝

え

、

課

題

克

服

に

は

お

金

（

税

）

が

必

要

だ

と

説

く

」

な

ど

建

設

的

な

意

見

を

熱

く

交

わ

し

た

。

　

徳

島

地

区

租

税

教

育

推

進

協

議

会

（

会

長

＝

松

本

賢

治

徳

島

市

教

育

委

員

会

教

育

長

）

と

公

益

社

団

法

人

徳

島

法

人

会

（

岡

田

好

史

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

租

税

教

育

の

一

環

で

税

の

意

義

等

を

正

し

く

理

解

し

、

親

し

ん

で

も

ら

う

こ

と

を

目

的

に

「

親

子

タ

ッ

ク

ス

セ

ミ

ナ

ー

」

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

同

セ

ミ

ナ

ー

に

は

、

管

内

の

小

学

６

年

生

と

そ

の

保

護

者

�

人

が

参

加

し

、

午

前

中

は

、

徳

島

法

人

会

に

よ

る

租

税

教

室

や

同

会

と

税

務

署

若

手

職

員

と

の

コ

ラ

ボ

に

よ

る

税

金

ク

イ

ズ

大

会

を

開

催

。

午

後

か

ら

は

、

税

金

で

運

営

さ

れ

て

い

る

「

あ

す

た

む

ら

ん

ど

徳

島

」

の

施

設

を

見

学

し

た

。

　

参

加

者

か

ら

は

「

楽

し

み

な

が

ら

税

に

つ

い

て

学

ぶ

こ

と

が

で

き

た

」

と

の

声

も

多

く

あ

り

、

今

年

も

盛

況

の

う

ち

に

終

了

し

た

。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

北

法

人

会

青

年

部

会

（

牧

野

克

彦

部

会

長

）

で

は

、

４

月

か

ら

７

月

に

か

け

て

、

管

内

の

小

学

６

年

生

を

対

象

に

し

た

租

税

教

室

を

計

画

し

、

こ

の

う

ち

、

札

幌

市

立

太

平

南

小

学

校

で

は

、

学

校

か

ら

の

要

請

を

受

け

租

税

教

室

に

引

き

続

き

「

キ

ャ

リ

ア

教

育

」

の

授

業

を

行

っ

た

＝

写

真

。

同

校

で

は

、

児

童

に

仕

事

を

学

ぶ

機

会

を

提

供

す

る

こ

と

を

目

的

と

し

た

「

キ

ャ

リ

ア

教

育

」

に

力

を

入

れ

て

お

り

、

５

年

連

続

で

キ

ャ

リ

ア

教

育

の

授

業

を

行

っ

て

い

る

。

　

租

税

教

室

で

は

、

税

の

意

義

や

役

割

、

税

金

の

種

類

や

使

わ

れ

方

を

ク

イ

ズ

形

式

で

楽

し

く

学

び

、

終

了

時

に

は

１

億

円

レ

プ

リ

カ

を

持

ち

上

げ

て

重

さ

を

体

感

し

た

。

　

「

キ

ャ

リ

ア

教

育

」

で

は

、

建

設

業

や

不

動

産

業

を

営

む

青

年

部

会

の

若

き

経

営

者

４

人

が

自

社

の

紹

介

と

事

業

内

容

を

自

作

の

映

像

を

活

用

し

な

が

ら

分

か

り

や

す

く

伝

え

た

。

　

ま

た

、

中

島

匠

副

部

会

長

が

司

会

と

な

っ

て

、

業

務

に

必

要

な

資

格

、

日

ご

ろ

の

心

構

え

、

今

ま

で

一

番

苦

労

し

た

出

来

事

な

ど

を

児

童

か

ら

積

極

的

に

質

問

し

、

そ

れ

に

答

え

る

問

答

形

式

で

進

め

ら

れ

た

。

　

な

か

で

も

「

事

業

を

行

う

上

で

最

も

大

切

に

し

て

い

る

こ

と

は

何

か

」

と

の

問

い

か

け

に

「

大

変

な

仕

事

で

あ

っ

て

も

、

逃

げ

ず

に

や

り

遂

げ

る

こ

と

。

そ

の

積

み

重

ね

に

よ

っ

て

信

頼

を

築

く

こ

と

」

と

の

返

答

に

児

童

は

真

剣

な

眼

差

し

で

聞

き

入

っ

て

い

た

。

　

最

後

に

中

島

副

部

会

長

は

「

勉

強

や

習

い

事

、

あ

る

い

は

ス

ポ

ー

ツ

に

お

い

て

も

辛

く

て

嫌

に

な

る

こ

と

が

あ

る

と

思

い

ま

す

が

、

そ

こ

で

あ

き

ら

め

ず

目

標

に

向

か

っ

て

頑

張

っ

て

続

け

る

努

力

を

し

て

く

だ

さ

い

」

と

エ

ー

ル

を

送

り

、

授

業

を

締

め

く

く

っ

た

。

　

九

州

北

部

法

人

会

連

合

会

（

柴

戸

隆

成

会

長

）

は

８

月

�

日

、

福

岡

市

で

第

�

回

定

時

総

会

（

理

事

会

合

同

）

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

北

部

九

州

３

県

内

の

各

法

人

会

会

長

ら

と

青

年

・

女

性

部

会

長

、

来

賓

と

し

て

福

岡

国

税

局

の

小

澤

研

也

局

長

、

白

津

吉

弘

課

税

第

２

部

長

、

古

賀

山

章

調

査

査

察

部

長

ら

幹

部

、

内

田

良

宏

福

岡

税

務

署

長

が

出

席

し

た

。

　

柴

戸

会

長

＝

写

真

＝

の

あ

い

さ

つ

に

続

き

、

令

和

７

年

度

事

業

計

画

案

を

承

認

。

そ

の

内

容

は

①

各

県

法

連

の

相

互

連

絡

を

密

に

し

、

育

成

強

化

に

努

め

る

、

②

法

人

会

活

動

の

充

実

強

化

策

の

研

究

、

③

税

務

当

局

と

の

連

携

強

化

―

―

な

ど

と

な

っ

て

い

る

。

　

こ

の

後

、

租

税

教

育

活

動

事

例

発

表

が

行

わ

れ

、

同

連

合

会

の

代

表

と

し

て

�

月

�

日

に

山

梨

県

で

開

催

さ

れ

る

「

全

国

青

年

の

集

い

山

梨

大

会

」

で

プ

レ

ゼ

ン

テ

ー

シ

ョ

ン

を

行

う

公

益

社

団

法

人

鳥

栖

法

人

会

青

年

部

会

が

発

表

予

定

の

取

り

組

み

を

披

露

し

た

。

　

東

京

・

公

益

社

団

法

人

日

野

法

人

会

（

飯

島

康

裕

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

２

日

間

に

わ

た

り

多

摩

市

の

聖

蹟

桜

ヶ

丘

関

戸

公

民

館

で

「

小

学

生

起

業

家

体

験

講

座

」

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

こ

の

イ

ベ

ン

ト

は

、

小

学

生

が

地

域

ご

と

に

分

か

れ

た

班

で

模

擬

会

社

を

作

り

、

社

長

・

経

理

な

ど

そ

れ

ぞ

れ

役

割

を

決

め

、

販

売

計

画

の

作

成

、

銀

行

へ

の

借

入

金

申

込

、

商

品

材

料

の

仕

入

れ

、

商

品

作

り

、

商

品

販

売

、

決

算

書

作

成

、

起

業

に

当

た

り

融

資

を

受

け

た

借

入

金

の

返

済

、

社

員

へ

の

利

益

の

分

配

と

、

実

際

の

会

社

経

営

を

疑

似

体

験

で

き

る

イ

ベ

ン

ト

と

な

っ

て

い

る

。

イ

ベ

ン

ト

後

は

、

税

金

教

室

も

開

催

さ

れ

、

法

人

税

、

消

費

税

及

び

源

泉

所

得

税

に

つ

い

て

も

勉

強

し

た

。

　

な

お

、

２

日

目

は

、

日

野

税

務

署

の

佐

藤

浩

一

署

長

を

は

じ

め

幹

部

ら

が

そ

の

様

子

を

見

学

。

子

ど

も

た

ち

が

商

品

を

一

生

懸

命

販

売

し

、

電

卓

を

片

手

に

利

益

を

計

算

す

る

様

子

や

、

そ

の

後

に

税

金

に

つ

い

て

学

ぶ

様

子

を

見

た

佐

藤

署

長

が

、

参

加

し

た

小

学

生

に

向

け

て

講

評

を

行

っ

た

。

　

最

後

に

、

財

務

省

主

税

局

と

「

う

ん

こ

ド

リ

ル

」

が

コ

ラ

ボ

し

た

税

金

の

役

割

が

よ

く

分

か

る

「

税

金

パ

ン

フ

レ

ッ

ト

」

を

受

け

取

り

、

税

金

の

大

切

さ

も

学

習

し

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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